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令和５年11月版 

 

住居確保給付金のご案内 
 

 「離職」「自営業の廃止」又は「ご自身の都合によらない就業機会等の減少」により 

経済的に困窮し、「住居を喪失している方」又は「住居を喪失するおそれのある方」に 

対し、求職活動を安心して行えるよう、一定期間、家賃相当分の給付金を支給すること 

により、住居と就労機会の確保を支援する制度です。 
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【注意事項】 

(1) 申請から振込まで、１か月程度かかる場合があります（振込は月末、又は月中になります）。 

(2) 申請日の属する月に支払う家賃相当分から対象となります（滞納分の家賃は、支給の対象にはなりません）。 

(3) 生計維持者について、離職前には主たる生計維持者ではなかったが、その後離婚等により申請時においては主たる生

計維持者となっている場合も含みます。 

(4) 「常用就職」とは、期間の定めのない労働契約又は期間の定めが６月以上の労働契約による就職をいいます。 

(5) 申請者及び申請者と同一の世帯に属する方のいずれかが、居住可能な住宅を所有している場合、ご利用いただけませ

ん。 

(6) 外国人の方についても、日本国籍の方と同様に、収入要件や求職活動要件等の各種要件を満たす場合は支給対象者

となります。 

(7) 学生は、一般的には支給要件である「離職前に、主たる生計維持者であったこと」や「常用就職の意欲がある者」に該当

しないため、基本的に支給対象者とはなりません。ただし、世帯生計の維持者であり、定時制等夜間の大学等に通いな

がら、常用就職を目指す場合などは、支給対象者になる場合もあります。 

(8) 離職等により社会保険の資格を喪失された方は、国民健康保険の加入の届出をしてください。 

(9) 同一の世帯に属する者とは、同じ住所に居住し、家計（生計）を一緒にしている世帯をいいます。 

(10)行政手続法における審査基準は、大阪市ホームページの審査基準一覧（福祉局）の福祉－法申－51に掲載していま

す。 
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スタート 

※ 次ページ「２．住居確保給付金を受給するための要件」にお進みください 

 

 

  

いいえ 

１．住居確保給付金を受給できるか確認してみましょう 

離職・廃業の日から２年以内である 

（事情により4年以内） 

ご自身の都合によらない就業機会等の減少

により、収入が減少している 

はい はい 

離職時点では家計を最も 

支えている立場だった 

収入を得る機会の減少時点では 

家計を最も支えている立場だった 

離婚などにより現在は家計を

最も支える立場になっている 

いいえ いいえ 

はい 

はい 

はい 

経済的に困窮し、 

・住居を喪失している 

     又は、 

・住居を喪失するおそれがある 

いいえ 

支給対象外となります 

はい 

○常用の仕事を探している 又は、 

○業務上の収入を得る機会の増加を図る取組を行う 

いいえ 

支給対象外となります 

はい 

現在、６か月以上生活できるだけの現金や預貯金がある 
はい 

いいえ 

現在、生活保護などの類似の公的給付を受給している 

はい 

以前に、この制度を利用したことがある 

はい 一定の要件を満たす場合に

限り再度受給できる場合が

あります 

住居確保給付金を受給できる可能性があります 

いいえ 

いいえ 

支給対象外となります 

いいえ 
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☐ ① 
□ 離職、 □ 自営業の廃止、 □ ご自身の都合によらない就業機会等の減少 

により経済的に困窮している 

☐ ② □ 住居を喪失している 又は □ 住居を喪失するおそれがある 

☐ ③ 

申請日において、以下のいずれかの状況である。（雇用形態は問いません） 

□ 離職・廃業の日から２年以内である 
ただし、当該期間に、大阪市がやむを得ないと認める事情により引き続き30日以上
求職活動を行うことができなかった場合は、当該事情により求職活動を行うことがで
きなかった日数を２年に加算した期間（最長４年） 

□ 本人の責によらない休業等により収入が減少し、離職・廃業の場合と同等

程度の状況にある 

☐ ④ 
□ 離職等の日において、申請者が世帯の生計を主として維持していた 

□ 申請日の属する月において、申請者が世帯の生計を主として維持している 

☐ ⑤ 
申請日の属する月における、申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入

の合計額が、「収入基準額」以下である［収入要件］（４ページ参照） 

☐ ⑥ 

申請日における申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の所有する金融資産

の合計額が、基準額×６（上限100万円）以下である［資産要件］（４ページ参

照） 

☐ ⑦ 

公共職業安定所等に求職の申込みをし、誠実かつ熱心に常用就職を目指した求

職活動を行うこと。 

※上記②ロ）に該当する者は、自立に向けた活動を行うことが当該者の自立の促進に資す

ると十分見込まれるものと大阪市が認める場合は、申請日の属する月から起算して3月間

（最大6月間）に限り、当該取組を行うことをもって、前段の求職活動に代えることがで

きる。 

☐ ⑧ 
「地方自治体等が実施する類似の給付等」を、申請者及び申請者と同一の世帯

に属する者が受けていない 

☐ ⑨ 

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する

暴力団員でない 

☐ ⑩ 現在、生活保護を受けていない 

☐ ⑪ 

過去に「住居確保給付金」を受給していない（大阪市以外の自治体を含む） 

※ただし、受給終了後に、新たに解雇（本人の責に帰すべき重大な理由による解雇を除

く。）その他事業主の都合による離職、廃業（本人の責に帰すべき理由または当該個人の

都合によるものを除く。）もしくは就業している個人の給与その他の業務上の収入を得る

機会が当該個人の責めに帰すべき理由、都合によらないで減少し、かつ従前の受給が終了

した月の翌月から起算して１年を経過している（常用就職又は給与その他の業務上の収入

を得る機会が増加した後に上記に該当したものに限る。）こと。 

☐ ⑫ 
①～⑪までの項目すべてに該当し、「住居確保給付金申請時確認書(様式１－１

Ａ)」の内容について誓約及び同意する 

  

２．住居確保給付金を受給するための要件 

大阪市に住民票がある方で、申請時に次の①～⑫のすべてに該当する方が支給対象となり

ます。 
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(1) 支給額：下記の金額を上限として、家賃の実費分について支給します。 

【表１】支給上限額  

世帯人数 上限額 
※１ 生活保護法に基づく住宅扶助基準額が上限です 

※２ 共益費・管理費・駐車場代等は含まれません 

※３ 世帯の収入額の状況によっては、一部支給になる場合

があります 

※４ 大阪市の場合、左記の金額が支給額の上限です 

１人 40,000円 

２人 48,000円 

３～５人 52,000円 

６人 56,000円 

７人以上 62,000円 
 

(2) 支給期間：原則３か月 

※求職活動等（６ページ参照）を誠実かつ熱心に実施している方については、３か月ごとに最長９か

月まで延長することがあります。延長申請時には改めて、支給要件（2ページの「2.住居確保給付金

を受けるための要件」）審査を受けていただく必要があります。 
 

(2) 支給方法：貸主等の口座へ直接振込みます。 

※クレジットカードにより賃料を支払うこととなっている場合は、ご相談ください。 
 

(3) 支給日：月末（30日前後） 又は 月の中頃（15日前後） のいずれかに支給します。 

【例1】４月1日に申請、４月15日に支給決定の場合：４月末（30日前後）に支給 

【例２】４月15日に申請、４月25日に支給決定の場合：5月の中頃（15日前後）に支給 

 

 

(1) 申請日の属する月における申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入合計が、次

の「収入基準額」の以下の世帯が対象です。※④上限額を超える場合は支給対象外となります。 

【表２】収入基準額 

区 分 ②基準額 
①収入基準額 

④上限額 
②基準額＋③家賃額 

単身世帯 84,000円 ＋ 家賃額（上限4.0万円）以下 124,000円 

2人世帯 130,000円 ＋ 家賃額（上限4.8万円）以下 178,000円 

3人世帯 172,000円 ＋ 家賃額（上限5.2万円）以下 224,000円 

4人世帯 214,000円 ＋ 家賃額（上限5.2万円）以下 266,000円 

5人世帯 255,000円 ＋ 家賃額（上限5.2万円）以下 307,000円 

6人世帯 297,000円 ＋ 家賃額（上限5.6万円）以下 353,000円 

7人世帯 334,000円 ＋ 家賃額（上限6.2万円）以下 396,000円 

8人世帯 370,000円 ＋ 家賃額（上限6.2万円）以下 432,000円 

9人世帯 407,000円 ＋ 家賃額（上限6.2万円）以下 469,000円 

 

(2) 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融資産の合計が次の金額以下の世帯が対

象です。 

【表３】金融資産の上限額 
世帯人数 上限額 

単身世帯  504,000円 

2人世帯  780,000円 

3人以上世帯 1,000,000円 

３．支給額・支給期間・支給方法など 

４．収入基準額・金融資産基準額 
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             Ｅの方が大きい場合 

 

 

   Ｆの方が 

大きい場合 

 

 

★ 次のことにご注意ください。 

  住宅を喪失している方（これから賃貸住宅をお探しになる方） 

  ・③家賃額の範囲内の家賃の住宅を探していただく必要があります。 

  ・入居に際して初期費用として支払いを要する分の家賃の翌月以降分の家賃から対象となります。 

  住宅を喪失するおそれのある方（賃貸住宅にお住まいの方） 

・現在ご契約の家賃金額が、支給上限額を超えている場合、超えた金額については、申請者の自己負担

となります。 

次の場合、住居確保給付金の支給額を変更します 

・住居確保給付金受給中に家賃が変更となった場合 

・申請時に収入があり、住居確保給付金の支給額が一部支給となっている方が、住居確保給付金受給中

に世帯収入額が基準額（４ページ）下回った場合で、かつ、支給額が上限額（住宅扶助基準額に基づ

く額）に達していない場合。 

・借主の責によらず転居せざるを得ない場合又は自立相談支援機関等の指導により、本市内での転居が

適当である場合 

 

 

 

住居確保給付金を受給中または受給後に、虚偽の申請等不適正受給に該当することが

判明した場合には、すでに受給した住居確保給付金の全額又は一部について徴収すると

ともに、以降の住居確保給付金も中止します。  

５．収入要件の確認について 

 あなたの家族                P.4【表２：①収入基準額】を確認し、 
              人世帯      「A」・「D」を記入してください。 
    
【収入基準額】 
  ③家賃額                              
  A           AとBを比べて                 あなたの 
        円   小さい方        ②基準額       収入基準額 
              C           D          E 

あなたの世帯の           円           円          円 
  家賃額（※１） 

B 
        円 ※１ 家賃には共益費・管理費・駐車場代等は含まれません。 

 
  あなたの世帯の 
  月収入（※２） ※２ 給与収入、事業収入（自営業など）、公的給付（雇用保険の失業給付、年金など） 

  F         その他恒常的な収入（仕送りなど）など、申請日の属する月の世帯全体の収入。 

        円   【給与収入】＝総支給額（*社会保険料天引き前）－交通費支給額 

            【自営業などの事業収入】＝総収入額－必要経費（*確定申告に準ずる） 

  

E と F を 

比 べ て 

 

 対象外 

対象 

Ｆ(世帯の月収入)がⅮ(基準額)を 

超える場合は、計算式により算出 

される金額が支給額となります。 

 （支給額 ＝ 基準額 ＋ 家賃額－月の世帯収入額） 

６．住居確保給付金を徴収する場合があります 
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住居確保給付金の受給中は、次の①・②のいずれかの求職活動等を行っていただく必要が

あります。①・②のいずれを行うかについては、必ず区自立相談支援機関と事前に相談・了

承のうえ、行ってください。 

なお、求職活動を怠る場合は、住居確保給付金の支給を中止します。 

 

 

 

 

A毎月４回以上、自立相談支援機関（総合就職サポート事業）の支援員による面接等の支援を受け

ていただく必要があります。 

面接時には、求職活動状況等を支給決定時にお渡しした様式により報告してください。 

また収入がある場合は、収入額を確認すことができる書類を併せて提出ください。 

B毎月２回以上、ハローワーク又は地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口の職業相談を

受けていただく必要があります。 

活動時には、支給決定時にお渡しした「職業相談確認票(参考様式６）」をハローワーク等に持参し

てください。 

 C原則週１回以上、求人先へ応募を行うか、求人先の面接を受けていただく必要があります。 

「住居確保給付金常用就職活動状況報告書（参考様式７）」により報告してください。 

 

 

 

 

A原則月１回、経営相談先での経営相談を受けていただく必要があります。 

支給決定時にお渡しした「自立に向けた活動状況報告書（参考様式11）」に経営相談先での相談記

録を記載してください。 

B毎月４回以上、自立相談支援機関の支援員による面接等の支援を受けていただく必要がありま

す。 

面接時には、給与以外の業務上の収入を得る機会の増加を図る取組を支給決定時にお渡しした様

式により報告してください。合わせて、月の収入額を確認すことができる書類を提出ください。 

 C月１回以上、経営相談先の指導助言等の下、自立に向けた活動計画に基づく活動を行う必要があ

ります。 

「自立に向けた活動計画（参考様式10）」の計画に基づく活動を行う必要があります。 

 

※１ 自立に向けた活動とは、経営相談及び経営相談先の助言等の下行う自立に資する活動のこと

です。 

※２ 経営相談先から就労を促された場合は、速やかに自立相談支援機関に報告した上、原則、

「離職、廃業、休業等」と同じ求職活動を行っていただきます。 

※３ 再延長期間については、上記「①離職、廃業、休業等」の求職活動を行っていただきます。 

 

上記のほか、受給者の状況に応じて支援プランを策定しますので、自立相談支援機関

などの支援員からの支援等を受けていただく必要があります。 

 

（注意）受給期間中に、疾病、負傷、育児その他区保健福祉センターがやむを得ないと認める

事情により求職活動を行うことが困難となった場合は、医師の診断書等により求職活

動が困難である旨、申し出てください。 

  

７．住居確保給付金受給中における求職活動 

①【離職、廃業、休業等（就労を目指す方）】 

②【休業等（事業再生等を目指す方）】 
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○ 申請から30日以内に必要書類の提出がない場合、不支給決定となります。 
○ 上記の書類は、住居確保給付金の審査に必要となりますので、お住いの区の自立相談
支援機関に必ず提出してください。 

（注１）各提出書類の写しについては、確認のため自立相談支援機関に原本をご提示ください。 

（注２）一度提出いただいた申請書類は、理由の如何に関わらず返却できません。 

（注３）申請者の状況等により、上記の書類以外の書類を提出いただく場合があります。 

 

 

 

 

□ ①住居確保給付金支給申請書（様式1－１） ★自立相談支援機関で配付します。(ホームページでもダウンロード可能です) 

□ ②住居確保給付金申請時確認書（様式1－１Ａ） ★自立相談支援機関で配付します。(ホームページでもダウンロード可能です)  

□ ③本人確認ができる書類 ★次のいずれか（顔写真が無い書類の場合は２点）の写しが必要です。 

・運転免許証（住所変更している場合は両面）、個人番号（マイナンバー）カード（表面のみ）、住民

基本台帳カード、旅券、健康保険証（被保険者等記号・番号除く）、住民票の写し、在留カー

ド、特別永住者証明書、各種福祉手帳（身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者福祉手帳

等）、年金手帳、戸籍謄本、戸籍全部事項証明書等 
 

□ ④離職等又は、やむを得ない休業等となったことが確認できる書類 

□ ２年以内に離職又は廃業したことが確認できる書類（離職票や廃業届等）の写し 

□ 雇用労働者の場合は、勤務日数や勤務時間の縮減が確認できる雇用主から提示され
た休業を命じる文書やシフト表等 

□ 個人事業主の場合は、店舗の営業日や営業時間の減少が確認できる書類等 
□ 請負契約により収入を得ている場合は、注文主からの発注の取り消しや減少が確認
できる書類等 

 

□ ⑤申請日の属する月の収入が確認できる書類 

・申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の収入が確認できる書類（給与明細・自営業

等の場合は事業収支がわかるもの・公的給付の振込通知・金融機関の通帳等）の写し【月の収入が確

定していない場合は、直近３か月分のもの】※雇用保険の失業給付、各種年金等の公的給付も収入に含みます。 

 

□ ⑥金融資産が確認できる書類 

・申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の金融資産（預貯金額等※）が確認でき

る書類（金融機関の通帳等）の写し等 

 

 

 

□ ⑦ハローワークの求職登録・経営相談申し込み 

 ア 離職、廃業、休業等（就労を目指す方） 

□ ハローワークで求職登録を行い、「求職番号」を取得してください。 
イ 休業等（事業再生等を目指す方） 

□ 公的な経営相談先への経営相談申し込みを行ってください。 
※参考様式10「自立に向けた活動計画」 

 

□ ⑧入居（予定）住宅関係書類 

   ア 住宅を喪失されている方   

□ 「入居予定住宅に関する状況通知書（様式２－１）」※2 

   イ 住宅を喪失するおそれのある方 

□ 現在お住まいの住宅の「賃貸借契約書」の写し 
□ 「入居住宅に関する状況通知書（様式２－２）」※3  

 

 

 

  

８．住居確保給付金の申請に必要な書類 

※2.･3 「入居予定住宅に関する状況通知書（様式2－１、様式２－２）」は、申請書受理後に窓口でお渡しします(様式２－２は

ホームページでもダウウンロード可能です)ので、貸主又は不動産媒介業者等に必要事項を記入してもらってください。 

※預貯金、現金、債券、株式、投資信託をいいます。なお、生命保険、個人年金保険、学資保険等は含みません。負債がある場

合、金融資産と相殺はしません。 
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① 受給要件を確認（２・３ページ参照） 

 

② お住いの区の自立相談支援機関へご相談 

   ※住宅を喪失されている方は、新たに住宅を確保しようとする区の自立相談支援機関へご相談ください。 

 

③ ご相談・申請 
   ※貸主又は不動産媒介業者等に「入居(予定)住宅に関する状況通知書」の作成をしていただきますので、 
    ご自身で貸主又は不動産媒介業者等へ依頼をお願いします。 

 

④ 区役所担当課で審査し、自立相談支援機関より決定内容について本人へ通知 

 

・・・・・・・・・・・・・ 以下は、「支給決定」となった場合の流れとなります ・・・・・・・・・・ 

 

⑤ 物件を賃借している貸主又は不動産媒介業者等に、住居確保給付金の支給決定が 

された旨を本人から報告 
   ※給付金の振込日の確認、共益費・駐車場代・家賃自己負担額等については、ご自身で別に支払う旨を 

貸主又は不動産媒介業者等へ説明してください。 

 

⑥ 貸主又は不動産媒介業者等の指定口座へ住居確保給付金支給決定額が大阪市から 

直接振り込まれる。（振込名称：シジユウキヨカクホキユウフキン） 

 

⑦ 求職活動を実施し、活動状況や生活状況を月４回、面談等により自立相談支援 

機関等へ報告（求職活動については、６ページ参照） 
   ※住居確保給付金以外での生活にお困りのことがあれば随時ご相談ください。 
 

 

 

住居確保給付金の支給決定後、常用就職をされた場合は、「常用就職届（様式6）」および

雇用形態を確認できる書類（採用証明書、雇用契約書等）を区の自立相談支援機関へ提出して

ください。その際には、就労収入額が確認できる書類（給与明細等）についても、「常用就職

届（様式6）」を提出した月以降、毎月提出していただきます。 

なお、やむを得ない休業等により受給された方は、収入額を確認することができる書類を、

毎月、区の自立相談支援機関へ提出していただく必要があります。 

常用就職等により、住居確保給付金が支給中止となる収入要件を超える就労収入（収入基準

額は、４ページをご覧ください。）が得られた場合、その収入が得られた月の翌月以降の家賃

相当分から支給を中止します。 

  

 

９．住居確保給付金の申請から決定までの流れ 

（
標
準
処
理
期
間
：
申
請
日
か
ら
３
０
日
以
内
に
支
給
決
定
） 

申
請
か
ら
振
込
ま
で
１
か
月
程
度
か
か
り
ま
す 

10．支給決定後の常用就職及び就労収入の報告 

窓口が予約制となっている区もあるため、 

事前にお電話等で確認をお願いします。 

発行 大阪市福祉局生活福祉部自立支援課 
   電話：０６－６２０８－７９５９ 

ご相談・お問い合わせ先 

 

 

 

大阪市 住居確保給付

 

検索  


